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平 成 ３ ０ 年 ３ 月 

三重県教育委員会  

 

１ はじめに 

学校教育の充実と発展は、教員の資質の向上とその意欲的な実践にかか

っており、教員の果たす役割はきわめて重要です。  

子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が多様化・複雑化

する中で、子どもたちの成長を担う教員には教職生活全体を通じて学び続

ける意欲と探究心を持って、専門性をより高めることが一層求められます。 

また、学校現場では、今後、経験豊かな教員の大量退職により、年齢構

成や経験年数の不均衡が生じ、これまで行われてきた経験豊富な教員から

若手教員への知識や技術の伝達が困難になることなどが予想されます。  

このような状況をふまえ、教員の養成・採用・研修を通じた新たな体制

を整備するために、教育公務員特例法の一部改正が行われ、教員の任命権

者は協議会を設置し、校長及び教員の職責、経験、適性に応じて向上を図

るべき資質に関する指標を定めることとなりました。  

三重県教育委員会では、これまで、教員の資質向上を「三重県教育ビジ

ョン（平成２８年３月策定）」の重点項目の一つとして設定し、授業力の

向上や多様な教育課題への対応などに取り組んできたところですが、法改

正をふまえ、教員の養成を担う大学等との共通認識のもと、校長及び教員

が教職生活全体を俯瞰しつつ、自らの職責、経験等に応じて計画的・効果

的に資質能力の向上に努めることができるよう、各ライフステージ（成長

段階）で求められる資質能力を示す「校長及び教員としての資質の向上に

関する指標」を策定しました。  

 

２ 校長及び教員としての資質の向上に関する指標【別紙】  

（１）教員としての資質の向上に関する指標  

（２）教頭・准校長及び校長としての資質の向上に関する指標  

（３）養護教諭に必要な事項（専門領域）  

（４）栄養教諭に必要な事項（専門領域）  

  

校長及び教員としての資質の向上に関する指標  
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（３）資質能力にかかる項目＜縦軸＞  

①教諭、指導教諭、主幹教諭  

資質能力にかかる項目は  

・教職を担うにあたり必要とされる素養  

・教職を担うにあたり必要とされる専門性  

の２つに大別して示しました。  

「素養」は、社会人としての素養（倫理観、責任感、コミュニケ

ーション力など）と教員としての素養（教育的愛情、学び続ける意

欲など）が求められます。  

「専門性」は、児童生徒の直接的な指導にかかる専門性（児童生

徒理解、授業力など）と学校組織運営力（学校運営への参画、チー

ムワークなど）が求められます。本県ではこれらに加え、教員には

社会の変化をとらえ、多様な教育課題に対応することが求められる

という視点を重視して、「教育課題への対応力」として、グローバ

ル教育・郷土教育、キャリア教育など、９つの項目を設定しました。

教育課題は多岐にわたり、ここに示されていない教育課題について

は、これら９つの指標を参考にして、資質能力を高めていくことと

なります。  

また、各項目は、一つひとつが独立したものではなく、例えば、

「授業力」については、児童生徒の状況を的確に把握する「児童生

徒理解」や授業規律を確立する「生徒指導」などの側面も必要であ

るように、相互に関連しているものであることから、そのことを意

識して向上を図る必要があります。  

②校長、教頭・准校長  

管理職として、組織力を高めることを重視した指標としました。

管理職には「素養」の面でも教職員の模範となることが求められる

とともに、「専門性」については、教職員の指導力の向上に加えて、

学校組織を運営するマネジメント力が求められることから、「管理

職として必要とされるマネジメント力」を、資質能力の項目として

設けました。  

③養護教諭、栄養教諭  

養護教諭については、保健管理や健康相談等に関する項目、栄養

教諭については栄養管理や衛生管理等に関する項目が専門領域と

して求められることから、これら項目に関する指標を、教員として

の指標に追加する指標として位置づけています。 
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４ 指標の活用  

指標は、教員の各ライフステージで求められる資質能力をそれぞれの

項目ごとに示したものです。  

県教育委員会、市町等教育委員会及び学校は、指標をふまえて教員の

資質能力の向上が計画的・効果的に図られるよう、指標を策定した趣旨

と内容を共有し、互いに連携しながらそれぞれの役割を果たすとともに、

教員の養成を担う大学・短期大学とも連携して取り組んでいく必要があ

ります。  

具体的には、県教育委員会は、教員が資質能力の向上に必要となる知

識や技能などを身につけることができる研修を体系的かつ効果的に提供

できるよう、指標をふまえた研修計画を毎年度策定します。また、市町

等教育委員会や大学等と連携して、教員等の研修を実施していきます。 

学校においては、教員は指標をふまえ、教職生活全体を俯瞰し、自ら

が位置するライフステージで求められる資質能力を確認しながら、職責

や経験、適性に応じて、日々の教育実践や必要な研修の受講、校内研修

を含むＯＪＴ iなどを通じて、資質能力の向上に取り組むこととします。

その際、教員によって講師の経験や民間企業での勤務の有無など、採用

に至るまでの経緯が異なることから、一人ひとりが自身の経験や能力に

即して指標を活用することが必要です。校長をはじめ管理職は、自らの

資質能力の向上に努めるとともに、教員が指標で求められる資質能力を

着実に向上することができるよう、一人ひとりの職責や経験、適性をふ

まえ、日常的な指導・助言に加え、必要な研修の受講の推進、校内研修を

含むＯＪＴなどを通じ、人材育成を進めます。  

市町等教育委員会においては、教員の資質能力の向上にかかる研修や

施策が、指標の内容をふまえて一層効果的に実施されることを期待しま

す。 

教員の養成を担う大学や短期大学においては、教職を志す学生がこの

指標に示す「教職着任時」の姿を目指して自らの資質能力の向上を図る

ことができるよう、県教育委員会や市町等教育委員会、学校現場と連携

して教員の養成に取り組むことを期待します。  

 

５ 指標の管理  

指標は、社会や学校を取り巻く状況の変化や教育制度改革などをふまえ、

教員育成協議会の協議を経て、必要に応じて見直しを行います。  

 

                                                   
i OJT:《 on-the-job training》（オン -ザ -ジョブ -トレーニング）の略。職場内における教育訓練。職場に

おいて上司や先輩等から、実際の職務を通じたトレーニング、教育を受けること。  

学校においては、一般的な OJT に加え、教員同士が様々な教育活動での協働の取組を通して、学

び合うこと。  





【別紙】校長及び教員としての資質の向上に関する指標.xlsx

第１ステージ 第２ステージ 第３ステージ 第４ステージ

初任～教職経験５年次 教職経験６年次～10年次 教職経験11年次～20年次 教職経験21年次以降

実践力を磨き、基礎・基盤を固め
る。

知識や経験に基づいた実践力を
高める。

多様な知識と経験に基づいた実
践を展開するとともに、若手教員
の指導を行い、学校の中核的役
割を担う。

高い専門性と豊かな経験を持
ち、高度な実践を展開するととも
に、指導力を発揮し、学校づくり
や教育活動をリードする。

教職着任時

教職に就く者として求められる基
礎的な知識や技能を身につけて
いる。

高い専門性に基づき、教員の授業力向上のための指導・助言を行
う。

関係主任と連携して管理職を補佐し、学校の管理運営に関する事
項等を行う。

指導教諭

主幹教諭

資質能力 

にかかる 
項目 

基礎形成期 伸長期 充実期 発展期 

ライフステージ 

○学校教育目標の達成や学校
の課題解決のため、学級経営や
学校運営に積極的に参画するこ
とができる。また、若手教員が抱
える学級経営上の課題に気づ
き、適切な指導・助言を行い、学
校全体の教育活動の活性化に
寄与することができる。

○学校教育目標の達成や学校
の課題解決のために、管理職と
協議し、学級経営や学校運営に
関して他の教職員に適切な指導
や助言を行う等、先導的な役割
を果たすことができる。

危機管理

〇学校における安全配慮義務や
危機管理の重要性を理解すると
ともに、有事の際に基本的な危
機回避行動ができる。

〇児童生徒の活動に際し、常に
危機管理意識を持ち、他の教職
員の指導・助言を受けながら的
確な安全確保策を講じることが
できる。

〇児童生徒の活動に際し、常に
危機管理意識を持ち、周囲と相
談・確認しながら、迅速かつ的確
な安全確保対策を講じることが
できる。

〇危機を予測した未然防止の取
組と、危機の早期発見、早期対
応に努め、学校全体の安全・防
災について中心的な役割を担う
ことができる。

〇危機の未然防止のための学
校環境の必要な改善及び事故
の再発防止の取組を提案でき
る。

○組織の一員としての自覚を持
ち、周囲からの指導・助言を受け
止め、周囲と連携・協力して行動
することができる。

○組織の一員として求められる
役割を理解し、他の教職員から
の指導・助言を受けながら協働
し、円滑に職務を遂行することが
できる。

○主体的に職務を遂行するとと
もに、課題を共有できる環境づく
りに努め、若手教員をサポートし
ながら学び合うことができる。

○教育活動が組織的に行われ
るよう、教職員が互いに学び合
い、支え合う環境づくりの中核的
役割を担うことができる。

○教育活動が組織的に行われ
るよう、豊かな経験を活かし、互
いに学び合い、支え合う教職員
集団づくりを中心になって行うこ
とができる。

家庭・地域社会・関係
機関との連携と協働

○学校が家庭や地域、関係機関
と連携して教育活動を行うことの
効果や重要性を理解している。

○主体的・積極的に家庭や地域
と関わり、良好な信頼関係を築く
とともに、他の教職員の指導・助
言を受けながら適切に対応する
ことができる。

○家庭や地域、関係機関と良好
な信頼関係を築き、連携・協働し
た教育活動に取り組むことがで
きる。

○家庭や地域、関係機関との信
頼関係を深め、連携・協働した教
育活動を企画・立案することがで
きる。

○家庭や地域、関係機関との調
整役を果たすとともに、情報発信
を行う等、連携・協働した教育活
動の具体的な取組を組織的に推
進することができる。

ワーク・ライフ・バランス

〇ワーク・ライフ・バランスの重要
性を理解している。

グローバル教育・
郷土教育

〇豊かな国際感覚を持つこと
や、郷土を愛することの大切さを
理解している。

○地域と連携して、豊かな国際
感覚と郷土を愛する心を身につ
ける学習を展開するとともに、指
導方法について若手教員に適切
な指導・助言ができる。

○地域と連携して、豊かな国際
感覚と郷土を愛する心を身につ
ける学習を展開し、学校全体の
取組において、指導的な役割を
果たすことができる。

キャリア教育

〇社会の動向やニーズに関心を
持ち、キャリア教育の重要性を
理解している。

○児童生徒が学ぶことと将来の
つながりを見通し、社会的・職業
的に自立する力を身につけるた
めに、指導体制を整備し、指導
方法について若手教員に適切な
指導・助言ができる。

○児童生徒が学ぶことと将来の
つながりを見通し、社会的・職業
的に自立する力を身につけるた
めに、指導体制や実践を支える
運営体制を整備することができ
る。

情報教育

〇ICTの効果や情報教育の必要
性を理解している。

人権教育

〇人権教育の意義とその重要性
を理解し、差別や偏見をなくすた
めの自らの責務を自覚してい
る。

〇人権教育基本方針を理解して
いる。
〇児童生徒が人権課題について
の正しい理解と認識を深め、差
別意識をなくそうとする態度や実
践力を育む指導を他の教職員と
相談しながら、展開することがで
きる。

〇児童生徒が人権課題について
の正しい理解と認識を深め、差
別解消に向けて自ら考え、行動
できる力を育む指導を他の教職
員と連携しながら、展開すること
ができる。

〇人権教育推進計画に基づく取
組を系統的・日常的に実践する
とともに、解決すべき課題や指導
のねらいを明らかにして、若手教
員に適切な指導・助言ができる。

〇児童生徒の実態に合わせた
能動的な人権学習を構築し、解
決すべき課題や指導のねらいを
明らかにした全体計画の立て方
等について、他の教職員に適切
な指導・助言ができる。

特別支援教育

〇特別な支援を必要とする児童
生徒への指導・支援の必要性
と、児童生徒が互いを尊重し、共
に学ぶことの大切さを理解して
いる。

〇特別な支援を必要とする児童
生徒の特性や実態の把握に基
づく指導・支援を行うことができ
る。また、他の教職員と連携・協
力しながら、児童生徒が共に学
ぶという視点に立った教育活動
を実践することができる。

〇特別な支援を必要とする児童
生徒の特性や実態を把握し、指
導内容や指導方法を工夫して適
切な指導・支援を行うことができ
る。また、教職員間の共通理解
を図りながら、児童生徒が共に
学ぶという視点に立った教育活
動を実践することができる。

〇特別な支援を必要とする児童
生徒の特性や実態に応じた指
導・支援を、地域や関係機関と
連携し、適切に行うことができ
る。また、教職員間の共通理解
を深めながら、児童生徒が共に
学ぶという視点に立った教育活
動を実践することができる。

〇特別な支援を必要とする児童
生徒の特性や実態に応じた指
導・支援を、地域や関係機関と
連携し、適切に行うことができ
る。また、他の教職員に指導・助
言しながら、児童生徒が共に学
ぶという視点に立った教育活動
を組織的に実践することができ
る。

外国人児童生徒教育

〇日本語指導が必要な児童生
徒に対する指導や保護者への
支援の必要性、多文化共生に係
る学習の大切さを理解している。

〇日本語指導が必要な児童生
徒に対して、適切な指導・支援を
行うことができる。また、他の教
職員と連携・協力しながら、多文
化共生への理解を深める教育活
動を実践することができる。

〇日本語指導が必要な児童生
徒に対して、適切な指導・支援を
行うことができる。また、教職員
間の共通理解を図りながら、多
文化共生への理解を深める教育
活動を実践することができる。

〇日本語指導が必要な児童生
徒に対して、地域や関係機関と
連携し、適切な指導・支援を行う
ことができる。また、多文化共生
に係る学校全体の取組において
中心的な役割を果たすことがで
きる。

〇日本語指導が必要な児童生
徒に対して、地域や関係機関と
連携し、適切な指導・支援を行う
ことができる。また、多文化共生
に係る学校全体の取組において
指導的な役割を果たすことがで
きる。

いじめに関する事項

〇いじめの防止、早期把握の必
要性を理解している。

不登校に関する事項

〇児童生徒が安心して意欲的に
学ぶことができる学校・学級づく
りや不登校の初期対応の必要性
を理解している。

防災に関する事項

〇三重県の地理的特性をふまえ
た防災教育の重要性を理解して
いる。

教
職
を
担
う
に
あ
た
り
必
要
と
さ
れ
る
専
門
性

学
校
組
織
運
営
力

学級経営
学校運営への参画

〇児童生徒の居場所づくりや仲間づくりに取り組むとともに、積極
的な声かけや関わりにより児童生徒の実態を把握し、不登校の初
期段階での改善・解消に向け、保護者や関係機関と連携しなが
ら、他の教職員に適切な指導・助言を行い、組織的な対応をするこ
とができる。

〇児童生徒が三重県の地理的特性を理解し、防災に関する知識
を深め、危険を予測し回避する能力と自然災害に対応する力を家
庭や地域と連携して指導することができる。

〇業務の簡素化や効率化について、他の教職員との対話をとおし
て業務改善を図り、心身ともに健康で意欲的に職務を遂行できる。

〇業務の簡素化や効率化を図るための教職員間の対話を促進
し、心身ともに健康で意欲的に職務を遂行できるよう教職員が協力
し合える組織風土づくりに寄与することができる。

教
育
課
題
へ
の
対
応
力

〇児童生徒に情報活用の実践力や情報モラルについて理解を深
めるための学習を展開することができる。

〇いじめの防止や早期把握のために、児童生徒の発するサインを
察知し、適切に対応することができる。また、早期解決に向けて、
他の教職員と連携・協力しながら組織的に取り組むことができる。

〇児童生徒の居場所づくりや仲間づくりに取り組むとともに、積極
的な声かけや関わりにより、不登校の初期段階での改善・解消に
向け、他の教職員と連携・協力しながら組織的な対応をすることが
できる。

〇児童生徒が三重県の地理的特性を理解し、防災に関する知識
を深めるとともに、危険を回避する方法を習得できるよう指導する
ことができる。

〇児童生徒に情報活用の実践力や情報モラルについての理解を
深めるための学習を展開し、学校全体の取組において指導的な役
割を果たすことができる。

○学校教育目標を理解し、学級
経営や教科指導を実践するとと
もに、担当する校務分掌におけ
る自らの役割を自覚して、計画
的に職務を遂行できる。

○児童生徒が学ぶことと将来のつながりを見通し、社会的・職業的
に自立する力を身につける学習を展開することができる。

〇いじめの防止や早期把握のために、児童生徒の行動やわずか
な変化を察知し、適切に対応することができる。また、早期解決に
向けて、管理職と連携し、他の教職員に適切な指導・助言をしなが
ら、組織的に取り組むことができる。

〇地域と連携して、豊かな国際感覚と郷土を愛する心を身につけ
る学習を展開することができる。

チームワーク
人材育成

○学級担任としての役割や校務
分掌の内容を理解している。

【主幹教諭】
○学校全体の課題解決に有効な企画を管理職に提案し、教職員
を指導・育成することができる。

【指導教諭】
○自校を中心に、授業観察を通じた指導・助言や個別相談を行う
等、教職員を指導・育成することができる。

○学校教育目標を理解して学級
を経営するとともに、学校運営に
積極的に関わり、担当する校務
分掌についての企画・立案や改
善策を提案できる。

【主幹教諭】
〇校長の経営方針をふまえ、各分掌における課題について解決策
を提案し、適切な学校運営に中心的に参画することができる。
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（２） 教頭・准校長及び校長としての資質の向上に関する指標

教 頭・准校長 校 長

校長を補佐し、管理職として教職員をとりまとめ、豊かな教職経験を活かして
適切に学校経営を行う。

教育者として高い見識を持ち、学校のリーダーとして幅広い視野で学校経営
を行う。

教育的愛情
使命感
責任感

倫理観
コンプライアンス

社会性
コミュニケーション力

学び続ける意欲
探究心

〇校長が示すカリキュラム・マネジメントに基づく方針を理解し、校内研修を企
画・運営する等、教員の指導力向上・授業改善の取組を組織的かつ計画的
に推進するとともに、教員に授業改善に向けた適切な指導・助言ができる。

〇学習指導要領等の理念の実現に向け、児童生徒の姿や地域の実情をふ
まえたカリキュラム・マネジメントを適切に行い、教員の指導力向上・授業改善
の取組を組織的かつ計画的に推進するとともに、教員に授業改善に向けた
適切な指導・助言ができる。

学校経営

○校長が示す学校経営方針や学校教育目標の達成に向けて教職員が一丸
となって取り組むことができるよう校内組織をまとめ、教職員の抱える課題を
捉え、適切な指導・助言ができる。

〇地域の特性や学校へ寄せられる期待等をふまえて、学校経営にかかる課
題を的確に把握して学校経営方針や学校教育目標を設定し、その達成に向
けて組織的に継続して取り組むことができる。

危機管理

○学校を取り巻く危機管理について、家庭や地域、関係機関と連携し、危機
発生時には、児童生徒の安全確保を最優先して、対応方針に沿って主体的
に対応するとともに、教職員に的確な指示をすることができる。

○学校にかかる危機を想定して、日常から未然防止の対策を講じるとともに、
危機発生時には対応方針を明確に示し、迅速かつ組織的に対応できる。

チームワーク
人材育成

○教職員の能力や適性を的確に把握し、個々の特性を活かしながら、その伸
長をはかるとともに、対話によって信頼関係を深め、チームとして機能するよ
う学校の体制を整えることができる。

○教職員の能力や適性を的確に把握し、必要な指導と支援によりその伸長
をはかり、教職員が信頼関係を深め、チームとして機能する学校の体制を構
築することができる。

家庭・地域社会・関係
機関との連携と協働

〇地域とのつながりを深め、家庭、地域社会、関係機関の要望を的確に把握
し、連携・協力を得ながら、自校の教育活動を進めることができる。

〇家庭、地域社会、関係機関との信頼関係を築き、積極的に外部人材を活
用する等、関係者の協力を得ながら自校の教育活動に必要な体制を構築す
ることができる。

ワーク・ライフ・バラン
ス

〇ワーク・ライフ・バランスの考え方に基づき、教職員が児童生徒と向き合う
時間を確保し、心身ともに健康で誇りとやりがいを持って職務に専念できるよ
う、教職員の勤務時間や勤務状況等を把握し、必要に応じて相談に応じると
ともに、適切な指導・助言ができる。

〇ワーク・ライフ・バランスの考え方に基づき、教職員が児童生徒と向き合う
時間を確保し、心身ともに健康で誇りとやりがいを持って働くことができる職場
づくりを推進するため、教職員の勤務時間等の管理を適正に行うとともに、業
務の改善や働き方の見直しを率先して行うことができる。

グローバル教育・郷土教育

〇児童生徒に豊かな国際感覚や郷土に対する愛着と誇りを育む教育活動
を、学校の教育目標に沿って教職員が組織的に展開できるよう、適切な指
導・助言ができる。

〇児童生徒に豊かな国際感覚や郷土に対する愛着と誇りを育む教育活動を
展開できるよう、学校の教育目標を設定し、教職員が組織的に取り組む体制
を構築することができる。

キャリア教育

○児童生徒が学ぶことと将来のつながりを見通し、社会的・職業的に自立す
る力を身につけるために、学校のキャリア教育の目標に沿って、保護者や地
域、関係機関との連携を図りながら、教職員が組織的に取り組むことができ
るよう、適切な指導・助言ができる。

○児童生徒が学ぶことと将来のつながりを見通し、社会的・職業的に自立す
る力を身につけるために、キャリア教育の目標を設定し、保護者や地域、関
係機関との連携を図りながら、教職員が組織的に取り組む体制を構築するこ
とができる。

情報教育

〇児童生徒に、情報活用の実践力、情報の科学的な理解、情報社会に参画
する態度を育成するとともに、ICTを活用した効果的な指導が学校全体として
進められるよう、教職員に必要な指導・助言をすることができる。

〇児童生徒に、情報活用の実践力、情報の科学的な理解、情報社会に参画
する態度を育成するとともに、ICTを活用した効果的な指導が学校全体として
進められるよう学校教育目標を設定し、教職員全員が専門性を高めて取り組
む体制を構築することができる。

人権教育

〇児童生徒が人権について正しい理解と認識を深め、偏見や差別をなくして
いこうとする態度を身につけるため、地域と連携して教職員が人権教育を組
織的かつ系統的に進めていけるよう、適切な指導・助言ができる。

〇児童生徒が人権について正しい理解と認識を深め、偏見や差別をなくして
いこうとする態度を身につけるため、学校の教育活動全体を通じて人権教育
が総合的かつ系統的に展開できるよう、人権教育推進計画を策定し、保護者
や地域、関係機関と連携しながら進めることができる。

特別支援教育

〇全ての教職員が特別な支援を必要とする児童生徒への対応について見識
を深めることができるよう、教職員に対して適切な指導・助言ができる。また、
自校の状況を的確に把握し、保護者や地域、関係機関と連携するとともに、
必要な支援等が組織的に行われるよう、教育体制を整えることができる。

〇特別な支援を必要とする児童生徒への対応について深い見識を持ち、適
切な指導や必要な支援が組織的に行われるよう、保護者や地域、関係機関
と連携して、自校の教育体制を構築するとともに、教職員に対して適切な指
導・助言ができる。

外国人児童生徒教育

〇全ての教職員が日本語指導が必要な児童生徒への対応や多文化共生に
ついて見識を深めることができるよう、教職員に対して適切な指導・助言がで
きる。また、自校の状況を的確に把握し、保護者や地域ボランティア、関係機
関等と連携を図り、必要な支援等が組織的に行われるよう、教育体制を整え
ることができる。

〇日本語指導が必要な児童生徒への対応や多文化共生について深い見識
を持ち、適切な指導や必要な支援等が組織的に行われるよう、保護者や地域
ボランティア、関係機関等と連携を図り、自校の教育体制を構築するととも
に、教職員に対して適切な指導・助言ができる。

いじめに関する事項

〇いじめの防止及び早期発見・早期解決を図るため、学校いじめ防止基本方
針に基づき、保護者や地域、関係機関等と連携して、組織的に対応すること
ができるよう教職員をまとめることができる。また、いじめ事案が発生した際に
は、対応方針に沿って、問題解決に向けて組織的に対応できるよう、教職員
に対して適切な指導・助言ができる。

〇いじめの防止及び早期発見・早期解決を図るため、学校いじめ防止基本方
針を策定し、保護者や地域、関係機関等と連携して、組織的に対応する学校
体制を構築することができる。また、いじめ事案が発生した際には、対応方針
を明確にし、問題解決に向けて率先して誠実に対応するとともに、教職員に
対して適切な指示及び指導・助言ができる。

不登校に関する事項

〇不登校及び不登校傾向の児童生徒に対する深い見識を持ち、児童生徒や
保護者に対する必要な支援や関係機関等との連携を行いながら、的確な対
応ができるよう、教職員に対して適切な指導・助言ができる。

〇不登校及び不登校傾向の児童生徒に対する深い見識を持ち、保護者や関
係機関等と連携を行いながら、率先して的確な対応を行うとともに、教職員に
対して適切な指導・助言ができる。

防災に関する事項

〇児童生徒が防災に関する知識を深め、危険を予測し回避する能力と自然
災害に対応する力を身につけられるよう、自校の方針に沿って、保護者や地
域、関係機関と連携しながら自校の防災教育を組織的な取組を進めるととも
に、教職員に対して適切な指導・助言ができる。

〇児童生徒が防災に関する知識を深め、危険を予測し回避する能力と自然
災害に対応する力を身につけられるよう、防災教育の方針を定め、保護者や
地域、関係機関と連携しながら組織的な取組を進めるとともに、教職員に対し
て適切な指導・助言ができる。

校長及び教員としての資質の向上に関する指標

学
校
組
織
運
営
力

教
育
課
題
へ
の
対
応
力

〇高い倫理観を持ち、コンプライアンスを常に意識して自らを厳しく律し、児童生徒や教職員の模範となる行動をとることにより、信頼される学校づくりを進め
ることができる。

〇高い人権感覚を有し、保護者をはじめとした関係者、関係機関と誠意を持って対話し、信頼関係を築くことができる。また、情報共有を大切にして、教職員
との信頼関係を深め、人間関係が円滑で働きやすい職場づくりを進めることができる。

〇児童生徒への深い愛情と、教職への誇りを持って、児童生徒の教育にあたるとともに、教職員の行動の模範となることができる。 また、強い使命感と責
任感を持って、学校運営にあたることができる。

管
理
職
と
し
て
必
要
と
さ
れ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

教員の指導力向上

教
職
を
担
う
に
あ
た
り

必
要
と
さ
れ
る
素
養

〇管理職として高い見識と広い視野を持ち、常に自分の姿を振り返りながら、自らの力量を高めるために継続的に研究や研鑽に励むことができる。

資質能力 

にかかる 

項目 

マネジメント力の向上 マネジメント力の発揮 

職 階 
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（３） 養護教諭に必要な事項（専門領域）

第１ステージ 第２ステージ 第３ステージ 第４ステージ

初任～教職経験５年次 教職経験６年次～10年次 教職経験11年次～20年次 教職経験21年次以降

養護教諭として求められる
基礎的な知識や技能を身
につけている。

実践力を磨き、基礎・基盤を固め
る。

知識や経験に基づいた実践力を
高める。

多様な知識と経験に基づいた実
践を展開するとともに、若手教員
の指導を行い、学校の中核的役
割を担う。

高い専門性と豊かな経験を持
ち、高度な実践を展開するととも
に、指導力を発揮し、学校づくり
や教育活動をリードする。

保健管理

○学校保健安全法を理解
し、保健管理に関する基礎
的な知識・技術を身につけ
ている。

○児童生徒の心身の健康課題
を把握し、教職員や関係機関と
相談しながら対応できる。

○児童生徒の心身の健康課題
を的確に把握し、教職員や関係
機関と連携して対応できる。

○保健管理にかかる高い専門性
を身につけ、児童生徒の心身の
健康課題の解決に向け、校内に
おいて指導的な役割を担うこと
ができる。

○保健管理にかかる高い専門性
を活かし、学校、家庭、地域、関
係機関を連携させて、的確に対
応する組織づくりができる。

保健教育

〇保健教育にかかる専門
性や学習指導要領に関す
る基礎的な知識を有してい
る。

○児童生徒の実態から健康課
題を捉え、学級担任等と連携し、
専門性を活かした保健教育がで
きる。

○児童生徒の心身の健康課題
を的確に把握し、その解決に向
けた保健教育を実践するととも
に、自己の取組を評価し、改善を
図ることができる。

○組織的な保健教育を推進する
ために、教職員や地域など校内
外の連携におけるコーディネー
ターとしての役割を担うことがで
きる。

○教職員や地域など校内外の
連携におけるコーディネーターと
しての役割を担うとともに、養護
教諭の視点を活かして他の教職
員の実践に対し、指導・助言を行
うことができる。

保健室経営

○保健室経営における養
護教諭の役割を理解すると
ともに、保健室経営計画を
立案する知識を有してい
る。

○学校教育目標をふまえ、児童
生徒の心身の健康課題に応じ
た、保健室経営計画を作成し、
計画に従って実践できる。

○学校教育目標をふまえ、他の
教職員と連携し、組織的な保健
室経営を行うことができる。

○学校教育目標の実現に向け、
保健室経営計画に従って実践す
るとともに、自己評価を行い、改
善を図ることができる。

○学校教育目標の実現に向け、
保健室経営から得られる情報を
校内外に発信することをとおし
て、教育活動全体の充実を図る
取組に参画することができる。

○学校保健安全法におけ
る健康相談の位置づけや、
健康相談の基本的プロセ
ス（課題の背景把握、支援
方針・支援方法の検討、校
内外の連携など）を理解し
ている。

○児童生徒の心身の健康課題
を捉え、学校医等の専門職や保
護者と連携を図りながら、適切な
健康相談を実施することができ
る。

○児童生徒の心身の健康課題
を的確に捉え、学校医等の専門
職や保護者と連携し、校内の支
援体制づくりができる。

〇健康相談にかかる高い専門性
を身につけ、児童生徒の支援体
制の充実を図るために、教職員
や地域など校内外の連携におけ
るコーディネーターとしての役割
を担うことができる。

○教職員や地域など校内外の
連携におけるコーディネーターと
しての役割を担うとともに、校外
の関係機関を含めた児童生徒
の支援体制づくりができる。

○カウンセリングマインドを
持って、児童生徒の相談を
受けることができる。

保健組織活動

○保健組織活動の意義と
学校保健に関する校内外
の協力体制の重要性を理
解している。

○校内の保健組織活動の企画、
運営に参画できる。

○校内の保健組織活動におい
て、中心的な役割を担い、組織
の活動の改善を図ることができ
る。

○保健組織活動を地域ぐるみの
取組につなげるため、近隣の学
校や関係機関との連携を図るこ
とができる。

○広域的な保健組織活動の活
性化に向けて、他の教職員や保
護者、関係機関に対し、指導的
役割を担うことができる。

保健管理 （保健情報の把握、健康診断、感染症の予防、救急体制と救急処置、学校環境衛生 ）

保健情報 （健康観察、保健調査、健康診断、保健室の利用状況等から得られる情報）

保健教育 （保健学習、保健指導（集団・個別指導）、啓発活動（保健だより、掲示等））

保健組織 （児童保健委員会、学校保健委員会、ＰＴＡ保健委員会等）

注）

校長及び教員としての資質の向上に関する指標

教職着任時

養
護
教
諭
に
必
要
な
事
項

（
専
門
領
域

）

健康相談
○カウンセリングマインドを持って、他の教職員と連携し、児童生徒
の実態に応じた適切な対応ができる。

○カウンセリングマインドを持って、他の教職員に指導・助言を行い
ながら、児童生徒の実態に応じた適切な対応ができる。
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【別紙】校長及び教員としての資質の向上に関する指標.xlsx

（４） 栄養教諭に必要な事項（専門領域）

第１ステージ 第２ステージ 第３ステージ 第４ステージ

初任～教職経験５年次 教職経験６年次～10年次 教職経験11年次～20年次 教職経験21年次以降

栄養教諭として求められる
基礎的な知識や技能を身
につけている。

実践力を磨き、基礎・基盤を固め
る。

知識や経験に基づいた実践力を
高める。

多様な知識と経験に基づいた実
践を展開するとともに、若手教員
の指導を行い、学校の中核的役
割を担う。

高い専門性と豊かな経験を持
ち、高度な実践を展開するととも
に、指導力を発揮し、学校づくり
や教育活動をリードする。

栄養管理（献立作成）

〇学校給食摂取基準を理
解し、栄養管理、献立作成
に関する基礎的な知識・技
能を有している。

○学校給食摂取基準に基づき、
食事状況調査、嗜好調査、残食
量調査等の結果をふまえた献立
を作成することができる。

〇学校給食摂取基準に基づく栄
養管理に加え、郷土食、地場産
物を取り入れ、各教科等の食に
関する指導と関連させながら、献
立を作成することができる。

○栄養教諭の専門性を活かし
て、児童生徒の身体状況を考慮
し、地域性に応じた献立作成及
び栄養管理ができる。

〇栄養管理や献立作成に関し
て、他の栄養教諭を支援するな
ど、地域においても指導的役割
を担うことができる。

衛生管理

〇学校給食衛生管理基準
を理解し、衛生管理に関す
る基礎的な知識・技能を有
している。

○学校給食衛生管理基準に基
づき、日常的に施設設備、食品
を管理するとともに、調理従事者
に対する適切な衛生管理ができ
る。

〇学校給食衛生管理基準につ
いての理解を深め、日常的な衛
生管理に加えて、学校給食の衛
生管理について教職員に対して
適切な指導・助言ができる。

○衛生管理に関する高い専門性
を身につけ、日常的に適切な衛
生管理を行うとともに、食品納入
業者等、地域の学校給食関係者
に対しても必要な指導・助言がで
きる。

〇学校給食における衛生管理に
関して、他の栄養教諭を支援す
るなど、地域においても指導的
役割を担うことができる。

給食の時間の指導

○給食の時間における食
に関する指導について、基
礎的な知識・技能を有して
いる。

○給食の時間における食に関す
る指導のための資料を学級担任
に提供し、連携して児童生徒へ
の指導ができる。

○給食と教科等との関連を考慮
し、学級担任が年間をとおして食
に関する指導が行えるよう支援
するとともに、連携して児童生徒
への指導ができる。

○学級担任が献立計画を活用
し、教科等と関連させた食に関
する指導を継続的に行えるよう
支援するとともに、食に関する年
間指導計画を中心となって策定
することができる。

○学級担任が献立計画や食に
関する年間指導計画に基づい
て、教科等と関連させた指導を
継続的・効果的に行うための指
導・助言ができる。

教科等における指導

○教科等における食に関
する指導について、基礎的
な知識・技能を有している。

○学級担任と連携し、栄養教諭
の専門性を活かした児童生徒へ
の指導ができる。

○学校教育目標や地域性をふま
え、栄養教諭の専門性を活かし
て、家庭・地域と連携した食育を
推進することができる。

○栄養教諭の専門性を活かし、
教職員や地域など校内外の連
携における食育推進のコーディ
ネーターとしての役割を担うこと
ができる。

○地域において、校種毎の学習
内容に応じた系統的な食育を推
進するためのコーディネーターと
なり、連携・調整を行うとともに、
他の栄養教諭に対し、指導・助
言ができる。

個別的な相談指導

○カウンセリングマインドを
持って、児童生徒の食に関
して個別的な相談を行うこ
との重要性を理解してい
る。

校長及び教員としての資質の向上に関する指標

栄
養
教
諭
に
必
要
な
事
項

（
専
門
領
域

）
食
に
関
す
る
指
導

教職着任時

給
食
管
理

○食に関する健康課題についての最新情報の収集に努め、児童
生徒の課題とつなげ、医療機関等と連携を図りながら教職員ととも
に、児童生徒や保護者に対する指導・助言ができる。

○児童生徒の食に関する健康課題を総合的に判断し、児童生徒
の課題に応じて医療機関等と連携を図りながら指導・助言をすると
ともに、栄養教諭の専門性を活かして教職員に対しても指導的役
割を担うことができる。
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